
証券コード 4636

平成26年６月５日

株 主 各 位
東 京 都 板 橋 区 泉 町 20 番 ４ 号

株式会社 Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ
代表取締役社長 増 田 至 克

第72回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第72回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月19日（木曜日）午後５時まで

に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成26年６月20日（金曜日）午前10時

2. 場 所 東京都豊島区西池袋一丁目６番１号

ホテルメトロポリタン ４階 「桜」の間

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項

報 告 事 項　 1. 第72期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結

計算書類監査結果報告の件

　 2. 第72期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

　第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役２名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

　なお、本株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生 じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス

http://www.tk-toka.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

1. 企業集団の現況

　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

当連結会計年度の当社グループを取り巻く経済状況は、わが国では政府主導

の経済政策と日銀の金融緩和策により円安・株高が進行し、景況感が改善する

とともに、消費税増税前の駆け込み需要による個人消費の増加により緩やかな

回復基調となりました。一方、アジア地域については、中国では景気は緩やか

に拡大しているものの、経済成長率が鈍化しており、輸出や金融市場の動向等

によっては景気が下振れする要因が存在します。その他アジア地域におきまし

ては総じて景気回復傾向が続くと見込まれます。

　印刷インキの需要先であります印刷業界におきましては、日本市場では、消

費税増税前の駆け込み需要があったものの、モバイル端末等による情報の電子

化及び少子化の影響による出版・商業印刷が縮小傾向にあり厳しい状況が続い

ております。一方、中国をはじめとしたアジア地域では減速感はあるものの底

堅い経済成長に支えられ、順調に推移しました。また、特殊ＵＶインキの関係

する液晶ディスプレイ関連市場は、低価格化が進みながらも、世界経済の回復

とテレビを中心とした大型化により全体としては面積ベースでの拡大が継続し

ております。

　このような経営環境の中で、当社の経営理念でありますＴ＆Ｋ(Technology

and Kindness＝技術と真心)の精神に則り、お客様の立場に立った製品の開発・

生産に注力するとともに、きめ細かいサービスの提供に努めました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は、特殊ＵＶインキの販売が堅調に推移

したものの、平版インキの販売が減少したことにより、525億56百万円（前年同

期比0.9％減）の減収となりました。利益面におきましては、販売費及び一般管

理費が減少したこと等から、営業利益は41億41百万円（前年同期比13.9％増）、

経常利益は47億42百万円（前年同期比23.4％増）となりました。当期純利益は、

固定資産除却損１億45百万円（前年同期比160.4％増）計上及び杭華油墨化学有

限公司に係る出資金譲渡損１億43百万円を計上したことにより、26億47百万円
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（前年同期比31.5％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

なお、セグメント別の売上高及び営業利益はセグメント間の内部取引消去前

の金額によっております。

（ア)印刷インキ

当セグメントにおきましては、特殊ＵＶインキについては増加したものの、

平版インキが減少いたしました。

この結果、売上高は525億48百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は41億24

百万円（前年同期比14.0％増）となりました。

（イ）その他

売上高は54百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は9百万円（前年同期比

19.6％増）となりました。

　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資額は、38億55百万円でした。その主なものは、新

福岡支店４億27百万円、滋賀事業所土地購入費用10億45百万円、危険物立体自

動倉庫４億32百万円、総合研究棟２億58百万円であります。

　 ③ 資金調達の状況

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額50億

円の貸出コミットメント契約を締結しております。なお、当期末において、当

該契約に基づく実行残高はありません。
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　 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得または処分の状況

　平成25年９月27日付で、当社は、連結子会社であった杭華油墨化学有限公司

の持分の一部を１億86百万円で譲渡したため、同社は持分法適用関連会社とな

りました。
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　(2) 財産及び損益の状況

　当連結会計年度ならびに過去３期の財産及び損益の状況の推移は、次のとおり

であります。

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第69期

(平成23年３月期)
第70期

(平成24年３月期)
第71期

(平成25年３月期)

第72期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高(百万円) 47,185 48,484 53,042 52,556

経 常 利 益(百万円) 3,758 2,843 3,843 4,742

当 期 純 利 益(百万円) 2,248 1,452 2,013 2,647

１株当たり当期純利益　 (円) 177.06 114.10 156.37 204.79

総 資 産(百万円) 48,294 49,419 55,358 52,514

純 資 産(百万円) 31,816 32,790 36,333 36,210

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき、算出しており

ます。

2. 第69期の当期純利益は、株式会社チマニートオカの外貨建て債務の評価替

えによる為替影響額が、前連結会計年度の為替差益７億58百万円に対して、

当連結会計年度では為替差損２億34百万円を計上したことにより、９億92

百万円減少したことと、前連結会計年度に杭華油墨化学有限公司において、

工場移転に伴う移転補償金16億26百万円、株式会社チマニートオカにおい

て、旧工場跡地の売却による固定資産売却益８億63百万円を計上したこと

により、大幅減益となっております。

3. 第70期の当期純利益は、樹脂を中心とした原料価格の上昇により売上原価

が増加したことと、当社の投資有価証券評価損１億72百万円を特別損失に

計上したことにより、減益となっております。

4. 第71期の当期純利益は、株式会社チマニートオカの外貨建て債務の評価替

えによる為替影響額が、前連結会計年度の為替差損１億33百万円に対して、

当連結会計年度では為替差益92百万円を計上したことにより増益となって

おります。

5. 第72期の当期純利益は、固定資産除却損１億45百万円計上及び杭華油墨化

学有限公司に係る出資金譲渡損１億43百万円を計上したものの、販売費及

び一般管理費が減少したことにより増益となっております。
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　 ② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第69期

(平成23年３月期)
第70期

(平成24年３月期)
第71期

(平成25年３月期)

第72期
(当事業年度)

(平成26年３月期)

売 上 高(百万円) 31,971 33,495 35,229 37,417

経 常 利 益(百万円) 2,512 2,309 2,534 3,041

当 期 純 利 益(百万円) 2,388 1,231 1,508 2,038

１株当たり当期純利益　 (円) 191.46 98.66 120.87 163.35

総 資 産(百万円) 36,885 37,423 40,807 41,340

純 資 産(百万円) 25,026 25,996 27,408 29,051

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき、算出しており

ます。

2. 第69期の当期純利益は、富士化成工業株式会社との合併による抱合せ株式

消滅差益８億61百万円の計上により、大幅増益となっております。

3. 第70期の当期純利益は、前事業年度に計上した富士化成工業株式会社との

合併による抱合せ株式消滅差益８億61百万円がなくなったことにより大幅

減益となっております。

4. 第71期の当期純利益は、前事業年度に計上した投資有価証券評価損１億72

百万円がなくなったことにより増益となっております。

5. 第72期の当期純利益は、前事業年度に計上した貸倒引当金繰入額２億７百

万円がなくなったことにより増益となっております。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

ミ ヨ シ 産 業 株 式 会 社 30百万円 100.0％ 産業廃棄物処理

東 北 東 華 色 素 株 式 会 社 40百万円 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

東華油墨国際(香港)有限公司 61百万香港ドル 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

東華(広州 )油墨有限公司 44百万元
―％

(100.0％)
各種印刷用インキの製造販売

韓国特殊インキ工業株式会社 1,132百万ウォン 100.0％ 各種印刷用インキの製造販売

株式会社チマニートオカ 112,968百万ルピア 72.6％ 各種印刷用インキの製造販売

(注) 1. （ ）内の数字は、間接所有持分であります。

2. 当社の連結子会社でありました杭華油墨化学有限公司の持分の一部を譲渡したことにより、

第２四半期連結会計期間末日から、同社及びその子会社である安慶市杭華油墨科技有限公

司、湖州杭華油墨科技有限公司、広西蒙山梧華林産科技有限公司、深圳杭華穎博油墨有限

公司は連結子会社から持分法適用関連会社に異動しております。また、深圳杭華穎博油墨

有限公司は平成25年12月に清算手続が完了したため、当連結会計期間末日に持分法適用関

連会社から除外しております。

3. 当社の子会社である東華油墨国際(香港)有限公司は、その子会社である東華(広州)油墨有

限公司の全ての持分を、当社の持分法適用関連会社である杭華油墨化学有限公司に譲渡す

る協議書を平成26年４月28日付けで締結いたしました。この譲渡により、東華(広州)油墨

有限公司は、東華油墨国際(香港)有限公司の子会社から杭華油墨化学有限公司の子会社と

なるため、連結子会社から持分法適用関連会社に変更する予定であります。
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　(4) 対処すべき課題

　わが国の経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が見込まれるもの

の、次第にその影響が薄れ、政府主導の経済政策と日銀の金融緩和策により緩や

かに回復していくものと思われます。またアジア地域では、引き続き緩やかに景

気拡大傾向が続くものと見込まれます。

　一方、当社グループを取り巻く事業環境におきましては、印刷業界の厳しい市

場環境の影響を受けて、販売が伸び悩む恐れがあります。また、主原料でありま

す、原油系原料、植物系原料は殆どが国外からの調達のため、資源の価格上昇及

び為替相場の変動が原料の調達価格に影響を及ぼす可能性があります。

　このような状況ではありますが、ユーザーニーズへの対応を更に強化し、当社

グループが得意としております紫外線硬化型インキ（ＵＶインキ）、環境対応型イ

ンキ等高付加価値インキの拡販に努め、ユーザーの真に役立つ製品の開発を強力

に推進してまいります。また、高い技術力を維持し、高品質かつ低コストでの生

産体制を継続するため、積極的に人材・設備に投資を実施してまいります。

　海外におきましては、中国をはじめとしたアジア市場では、市場の拡大に応じ

た生産能力の増強、販売の強化を図り、シェアを高めてまいります。特に、東南

アジアでは文化や風習を尊重し、地域に根差した営業活動を推進してまいります。

また、欧米、南米他の地域につきましても、市場の開拓を進め、紫外線硬化型イ

ンキ（ＵＶインキ）、環境対応型インキの販売に注力してまいります。

　株主のみなさまには、一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげま

す。

　(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

　当社グループの事業セグメントは次のとおりであります。

　 1) 印刷インキ

印刷インキ（オフセットインキ・グラビアインキ等）、印刷機及び印刷関連機

材（ブランケット等）、合成樹脂、同原料の販売を行っております。

　 2) その他

　 各種産業廃棄物の焼却処理及び生命・損害保険代理業を行っております。
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　(6) 主要な営業所及び工場（平成26年３月31日現在）

　 ① 当社の主要な事業所

本社 ：東京都板橋区泉町20番４号

本社分室 ：(東京都板橋区)

埼玉事業所 ：(埼玉県入間郡)

支店 ：東京支店(東京都板橋区) ・東京東支店(千葉県野田市)

：東京北支店(埼玉県入間郡)・東京西支店(埼玉県入間郡)

：名古屋支店(愛知県小牧市)・大阪支店(大阪府東大阪市)

：広島支店(広島市西区) ・福岡支店(福岡県糟屋郡)

営業所 ：京都営業所(京都市右京区)・神戸営業所(兵庫県明石市)

　 ② 子会社

ミヨシ産業株式会社 ：埼玉県入間郡

東北東華色素株式会社 ：仙台市宮城野区

株式会社チマニートオカ ：インドネシア共和国西部ジャワ州ボゴール県

東華油墨国際(香港)有限公司 ：中華人民共和国香港

韓国特殊インキ工業株式会社 ：大韓民国仁川広域市

東華(広州)油墨有限公司 ：中華人民共和国広東省広州市
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　(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,132名(73名) 　506名減(112名減)

(注) 1. 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

　 2. 当連結会計年度において、杭華油墨化学有限公司の持分の一部を譲渡し、同社が連結子会

社から持分法適用関連会社となったことに伴い、前連結会計年度と比べ使用人数が大幅に

減少しております。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

668名 (60名) 11名増(６名増) 37.3歳 13.3年

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

　(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,510百万円

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 19時57分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40 20131220_01）



2. 会社の現況
　(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 30,000,000株

② 発行済株式の総数 12,506,170株

③ 株主数 3,923名

④ 大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,164千株 9.33％

ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー
プライスド ストック フアンド

780千株 6.25％

増田 澄 710千株 5.70％

Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ社員持株会 585千株 4.69％

有限会社コウシビ 525千株 4.22％

株式会社みずほ銀行 494千株 3.96％

ジェーピー モルガン チェース バンク 385093 484千株 3.88％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 428千株 3.43％

明治安田生命保険相互会社 378千株 3.03％

増田 至克 375千株 3.01％

上田 美香子 375千株 3.01％

(注) 1. 持株比率は自己株式（29,139株）を控除して計算しております。

2. 株式会社みずほ銀行の株式数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の

信託財産として拠出している当社株式493千株を含んでおります。なお、株

主名簿上の名義は「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託（みずほ銀行

口）再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社」であります。

3. 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。

4. シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保

有者であるシュローダー・インベストメント・マネージメント・リミテッ

ドから平成26年１月28日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）に

より、平成25年11月５日現在でシュローダー・インベストメント・マネジ

メント株式会社が1,010千株（保有割合8.08％）及びシュローダー・インベ

ストメント・マネージメント・リミテッドが603千株（保有割合4.83％）の

株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度
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末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

5. ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーから平成25年12月18日付で提

出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成25年12月４日現在で

同社が1,034千株（保有割合8.27％）の株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
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　(2) 新株予約権等の状況

① 新株予約権の数と概要

発行決議の日 平成25年６月21日

新株予約権の数 146個

株式の種類 普通株式

株式の数 14,600株

発行価額 175,800円

権利行使価額 1円／株

権利行使期間
平成25年７月９日から
平成55年７月８日まで

② 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成26年３月31日現在）

発行決議の日 平成25年６月21日

新株予約権の数 146個 (注)

保有者数 取締役５名

(注) 取締役に交付された時点における総数を記載しております。

③ 当事業年度に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　 該当事項はありません。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 19時57分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40 20131220_01）



　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 増 田 至 克
東華油墨国際（香港）有限公司董事長

東華（広州）油墨有限公司董事長

常 務 取 締 役 小 林 政 直 技術本部本部長

取 締 役 山 中 俊 雅 技術本部副本部長

取 締 役 吉 村 彰
生産本部本部長

ミヨシ産業株式会社代表取締役社長

取 締 役 北 條 実 管理本部本部長兼財務部部長

常 勤 監 査 役 五十嵐 幹 雄

監 査 役 甲 田 奏

監 査 役 郡 司 勉

監 査 役 久 村 泰 弘

　(注) 1. 監査役甲田奏氏、監査役郡司勉氏及び監査役久村泰弘氏は、社外監査役であります。

2. 監査役久村泰弘氏は、金融機関において、金融業務経験をもたれており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。

3. 当社は、監査役甲田奏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

　 ② 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

栫 正 廣 平成25年６月21日 任期満了 常務取締役 営業本部本部長

木 田 昇 平成25年６月21日 任期満了 監査役
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　 ③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

　 (イ)当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 ６名 136百万円

監 査 役
(う ち 社 外 監 査 役)

５名
(３名)

21百万円
(８百万円)

合 計
(う ち 社 外 役 員)

11名
(３名)

157百万円
(８百万円)

(注) 1. 上記には平成25年６月21日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１

名及び監査役１名を含んでおります。

2. 取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

3. 取締役の報酬限度額は、平成８年６月25日開催の第54回定時株主総会において、年額300百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、平成３年６月27日開催の第49回定時株主総会において、年額30百

万円以内と決議いただいております。

5. 上記報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額が、以下のとおり

含まれております。

・ 取締役 ６名 2,510万円

・ 監査役 ５名 330万円 （うち社外監査役 ３名 160万円）

6. 上記報酬等の額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度

中の費用計上額が、以下のとおり含まれております。

・ 取締役 ５名 1,925万円

　 (ロ)当事業年度に支払った役員退職慰労金

　平成25年６月21日開催の第71回定時株主総会の決議に基づき、同総会終結

の時をもって退任した取締役及び監査役に対して支払った役員退職慰労金は、

以下のとおりであります。

　 ・取締役 １名 4,230万円

　 ・監査役 １名 1,170万円

（各金額は、上記（イ）及び過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に

含めた役員退職慰労引当金の繰入額、取締役分3,480万円、監査役分970万円

が含まれております。）
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　 ④ 社外役員に関する事項

(イ)他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法

人等との関係

　 該当事項はありません。

(ロ)他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法

人等との関係

　 該当事項はありません。

　 (ハ)当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会 監査役会

開催回数 出席回数 出 席 率 開催回数 出席回数 出 席 率

監 査 役 甲 田 奏 15回 15回 100％ 16回 16回 100％

監 査 役 郡 司 勉 15回 15回 100％ 16回 16回 100％

監 査 役 久 村 泰 弘 11回 11回 100％ 11回 11回 100％

（注）監査役久村泰弘氏は、平成25年６月21日開催の株主総会で選任されたため、取締役会、監査役

会の開催回数が他の監査役と異なります。なお、同氏の就任後の取締役会、監査役会の開催回

数は11回であります。

　 ・取締役会における発言状況

監査役甲田奏氏、郡司勉氏、久村泰弘氏は、取締役会において、取締役の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

また、監査役会においても、発言は都度行われ、適正な意見の表明をして

おります。
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　(4) 会計監査人の状況

① 名称 新日本有限責任監査法人

　 ② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

40百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 ③ 非監査業務の内容

　当社は、国際財務報告基準への移行等にかかる助言業務を、新日本有限責任

監査法人より受けております。

　 ④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求に基

づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることとい

たします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

― 18 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 19時57分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.40 20131220_01）



　(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

(イ)役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫

理を果たすため、コンプライアンスポリシー（企業行動憲章）を定め、そ

れを全役職員に周知徹底します。

(ロ)コンプライアンス担当役員を責任者とするコンプライアンス委員会を設置

し、当委員会がコンプライアンス規程を役職員に周知徹底させ、法令等を

遵守することを確保する体制を整備いたします。また定期的にコンプライ

アンスプログラムを策定し、それを実施します。

(ハ)役職員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成配布等

を行うことにより、役職員に対し、コンプライアンスの知識を高め、コン

プライアンスを尊重する意識を醸成します。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(イ)重要な意思決定及び報告に関しては文書の作成、保存及び破棄に関しては

法令及び社内文書管理規程に従い適切に保存及び管理運用し、必要に応じ

て規程等の見直しを実施します。

(ロ)取締役及び監査役は文書管理規程により常時これらの文書等を閲覧できる

ものとします。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(イ)各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行います。各事業

部門の長は、定期的にリスク管理の状況を取締役会に報告します。

(ロ)リスク管理を統括する部門として、リスク管理委員会を設置し、担当取締

役を置きます。リスク管理委員会は、リスク管理規程を定め、リスク管理

体制の構築及び運用を行います。
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　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(イ)当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定

例の取締役会を毎月１回開催する他、必要に応じて適宜臨時に開催するも

のとし、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行の状況等を監督します。

(ロ)取締役会の決定に基づく業務の執行は、業務分掌規程、職務権限規程に基

づき、各々の責任者及びその責任、執行手続きの詳細を定めます。

(ハ)業務の運営については、毎期年頭に各部門毎に業績目標を含む数値目標の

設定を行い、四半期毎に目標達成度をレビューし結果をフィードバックす

ることにより、業務の効率性を確保します。

　 ⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(イ)グループコンプライアンスポリシーを定め、グループ全体のコンプライア

ンス体制の構築に努めます。

(ロ)社内規程「関係会社管理規程」に基づき、子会社の状況に応じて必要な管

理を行います。

(ハ)リスク管理担当部は、グループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切

に構築し、運用します。

(ニ)グループ内取引の公正性を保持するため、必要に応じて「関係会社管理規

程」に基づき、内部監査を実施します。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

(イ)監査役が補助すべき使用人をおくことを求めた場合、必要なスタッフを配

置します。

(ロ)監査役は、補助すべき使用人に対し、監査業務に必要な事項を命令するこ

とができます。

(ハ)内部監査室は監査役との協議により監査役の要望事項の内部監査を実施し、

その結果を監査役に報告します。
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　 ⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

(イ)補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役の事前の同意

を得るものとします。

(ロ)監査役より監査業務に必要な命令を受けた内部監査室職員は、その命令に

関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けません。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

(イ)取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生す

る恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、そ

の他監査役が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告

します。

(ロ)使用人は、前項に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告

することができます。

　 ⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(イ)役職員の監査役に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努

めます。

(ロ)代表取締役社長、業務執行取締役、重要な各使用人、監査法人との定期又

は不定期な意見交換会を開催し、また内部監査室との連携を図り、適切な

意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図ります。

□ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況については以下のと

おりであります。

　 ① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は「ＴＯＫＡグループ 企業行動憲章」に基づき、反社会的勢力及び団

体とは決して関わりをもたず、また、これらから圧力を受けた場合は毅然と

した対応をとることを基本方針としております。

　 ② 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社では、反社会的勢力等への対応に関する統括部署を総務部として、関

係行政機関等との連携を図り、反社会的勢力に関する情報収集等に努め、ま

た反社会的勢力排除に向けた社内啓発活動を行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

［資 産 の 部］ ［負 債 の 部］

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

27,599

5,496

16,124

0

3,074

456

1,904

380

8

54

332

△223

24,915

17,397

16,029

13,277

2,617

7,237

992

693

△23,451

268

7,249

1,833

4,636

355

28

447

△51

流 動 負 債 14,224

支払手形及び買掛金 8,024

電 子 記 録 債 務 2,326

短 期 借 入 金 1,498

一年以内返済予定の長期借入金 12

一年以内償還予定の社債 7

リ ー ス 債 務 252

未 払 法 人 税 等 449

未 払 金 713

賞 与 引 当 金 604

そ の 他 335

固 定 負 債 2,080

社 債 29

リ ー ス 債 務 437

役員退職慰労引当金 20

退職給付に係る負債 1,020

資 産 除 去 債 務 104

負 の の れ ん 43

そ の 他 423

負 債 合 計 16,304

［純 資 産 の 部］

株 主 資 本 36,811

資 本 金 2,060

資 本 剰 余 金 2,059

利 益 剰 余 金 32,742

自 己 株 式 △50

その他の包括利益累計額 △736

その他有価証券評価差額金 471

為替換算調整勘定 △766

退職給付に係る調整累計額 △441

新 株 予 約 権 19

少 数 株 主 持 分 114

純 資 産 合 計 36,210

資 産 合 計 52,514 負 債 純 資 産 合 計 52,514
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 52,556

売 上 原 価 41,034

売 上 総 利 益 11,522

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,380

営 業 利 益 4,141

営 業 外 収 益 744

受 取 利 息 79

受 取 配 当 金 52

技 術 援 助 料 84

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 374

負 の の れ ん 償 却 額 57

投 資 有 価 証 券 売 却 益 32

そ の 他 62

営 業 外 費 用 143

支 払 利 息 33

為 替 差 損 55

そ の 他 54

経 常 利 益 4,742

特 別 利 益 52

固 定 資 産 売 却 益 22

補 助 金 収 入 29

特 別 損 失 420

固 定 資 産 売 却 損 16

固 定 資 産 除 却 損 145

投 資 有 価 証 券 評 価 損 43

為 替 差 損 67

関 係 会 社 出 資 金 譲 渡 損 143

そ の 他 3

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,374

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,222

法 人 税 等 調 整 額 184

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 2,967

少 数 株 主 利 益 319

当 期 純 利 益 2,647

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 19時57分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40 20131220_01）



連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,060 2,059 30,661 △49 34,731

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ( 注 ) △286 △286

剰余金の配当(中間配当) △187 △187

従 業 員 奨 励 福 利 基 金 △92 △92

当 期 純 利 益 2,647 2,647

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 2,081 △0 2,080

当 期 末 残 高 2,060 2,059 32,742 △50 36,811

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 411 △2,725 ― △2,314 ― 3,916 36,333

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ( 注 ) △286

剰余金の配当(中間配当) △187

従 業 員 奨 励 福 利 基 金 △92

当 期 純 利 益 2,647

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60 1,959 △441 1,578 19 △3,801 △2,203

当 期 変 動 額 合 計 60 1,959 △441 1,578 19 △3,801 △123

当 期 末 残 高 471 △766 △441 △736 19 114 36,210

(注) 平成25年６月の定時株主総会における剰余金の配当であります。
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連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の状況

・連結子会社の数 6社

・連結子会社の名称 ミヨシ産業株式会社

東北東華色素株式会社

株式会社チマニートオカ

東華油墨国際（香港）有限公司

韓国特殊インキ工業株式会社

東華（広州）油墨有限公司

　当社の連結子会社でありました杭華油墨化学有限公司の持分の一部を譲渡したことにより、第２

四半期連結会計期間末日から、同社及びその子会社である安慶市杭華油墨科技有限公司、湖州杭華

油墨科技有限公司、広西蒙山梧華林産科技有限公司及び深圳杭華穎博油墨有限公司は連結子会社か

ら持分法適用関連会社に異動しております。これにより、第２四半期連結累計期間の損益計算書の

み連結しております。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 5社

・会社の名称 トオカインキ（バングラデシュ）株式会社

杭華油墨化学有限公司

安慶市杭華油墨科技有限公司

湖州杭華油墨科技有限公司

広西蒙山梧華林産科技有限公司

　(1)「連結の範囲に関する事項」に記載のとおり、杭華油墨化学有限公司の持分の一部を譲渡し

たため、同社及びその子会社である安慶市杭華油墨科技有限公司、湖州杭華油墨科技有限公司、広

西蒙山梧華林産科技有限公司及び深圳杭華穎博油墨有限公司は第２四半期連結会計期間末日より連

結子会社から持分法適用関連会社に異動しております。

　また、深圳杭華穎博油墨有限公司は、平成25年12月に清算手続が完了したため、当連結会計期間

末日において、持分法適用関連会社から除外しております。

　 ② 持分法を適用していない関連会社の状況

・会社の名称 SANHO CHEMICAL CO.,LTD.

・持分法を適用しない理由 会社の当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社チマニートオカ、韓国特殊インキ工業株式会社、東華油墨国際（香
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港）有限公司、東華（広州）油墨有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあた

っては12月31日現在の計算書類を使用しております。

　 なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　(4) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ. 有価証券

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。

　 ・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定しております。なお、組込デリバティブを区分して測定

することができない複合金融商品は、全体を時価評価し、評

価差額を当連結会計年度の損益に計上しております。）によ

っております。

時価のないもの 主として移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ 時価法によっております。

　 ハ．たな卸資産

・商品・製品・半製品・

　原材料・仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価の切下げの方法により算定）によっておりま

す。

・貯蔵品 主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価の切下げの方法により算定）によって

おります。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社

は定額法によっております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年
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　 ロ．無形固定資産

　 （リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によってお

ります。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

一部の連結子会社は、貸倒見積額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、主として従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

ハ．役員退職慰労引当金 当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属

　 方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

期間年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び

　 過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を発生

年度より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。
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（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号

平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（た

だし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除

く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に

変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしま

した。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,020百万円計上されておりま

す。また、その他の包括利益累計額が441百万円減少しております。

　 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利

スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 為替予約、通貨オプション及び金利スワップ

ヘッジ対象 原材料等輸入による外貨建買入債務、外貨建予定取引及び借

入金

ハ．ヘッジ方針 当社の社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リス

クをヘッジしております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

　 ⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　(5) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　 のれん及び負ののれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

　 但し、少額なものは発生時に一括償却しております。
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2. 連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産

　 持分法適用関連会社であるトオカインキ(バングラデシュ)㈱の運転資本及びL/C開設の当座借入に

対して、同社株式75百万円を担保に供しております。

(2) 受取手形裏書譲渡高 168百万円

3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 12,506千株 ― 千株 ― 千株 12,506千株

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

　 イ．平成25年６月21日開催の第71回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 286百万円

・１株当たり配当額 23円

・基準日 平成25年３月31日

・効力発生日 平成25年６月24日

　 ロ．平成25年11月５日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 187百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成25年９月30日

・効力発生日 平成25年12月９日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

・配当金の総額 187百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月23日
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4. 金融商品に関する注記

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に印刷インキ製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な

資金（銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用

し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリ

スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延先については営業部門と

連絡を取り、速やかに適切な処理を取るようにしております。

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、四半期決算ごとに時価結果を取締役会に報告しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期

日となっております。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借

入金は主に設備投資に係る資金調達です。外貨建借入金は、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　デリバティブ取引については、目的、範囲等を定めた社内規程に従って行っており、信用度の

高い相手先のみ取引を行っております。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）2.参照）。
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連結貸借対照表計上額(*) 時価( * ) 差額

(1) 現金及び預金 5,496百万円 5,496百万円 ―百万円

(2) 受取手形及び売掛金 16,124 16,123 △1

(3) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 118 119 1

その他有価証券 1,442 1,442 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (8,024) (8,024) ―

(5) 電子記録債務 (2,326) (2,326) ―

(6) 短期借入金 (1,498) (1,498) ―

(7) 一年以内返済予定の長期借入金 (12) (12) ―

(8) 一年以内償還予定の社債 (7) (7) ―

(9) 社債 (29) (29) 0

　(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　(1) 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

　(2) 受取手形及び売掛金

　これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び

信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。なお、短期間で決済さ

れる債権は、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関から提示された価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 電子記録債務、（6）短期借入金、（7）一年以内返済予定の長期借入

金、（8）一年以内償還予定の社債

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。短期借入金のうち当座貸越契約しているものは、極度額8,876百万円で実行残高

223百万円を差引き、8,652百万円となっております。
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(9) 社債

　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 　 272百万円

関係会社出資金 　 4,636百万円

　非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含め

ておりません。

　関係会社出資金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,891円38銭

(2) １株当たり当期純利益金額 204円79銭

6. 重要な後発事象に関する注記

重要な子会社の持分の譲渡及び連結範囲の変更

　当社の子会社である東華油墨国際(香港)有限公司は、その子会社である東華(広州)油墨有限公

司の全ての持分を、当社の持分法適用関連会社である杭華油墨化学有限公司に譲渡する協議書を

平成26年４月28日付けで締結いたしました。

(1) 持分譲渡の理由

　上記は杭華油墨化学有限公司が中華人民共和国の証券取引所へ上場を計画しており、その資本

政策上の一環として譲渡したものであります。この譲渡により、東華(広州)油墨有限公司は、東

華油墨国際(香港)有限公司の子会社から杭華油墨化学有限公司の子会社となるため、連結子会社

から持分法適用関連会社に変更する予定であります。

(2) 譲渡する相手会社の名称

杭華油墨化学有限公司

(3) 譲渡の時期

平成26年５月中旬（予定）

(4) 当該子会社の名称、事業内容

名 称 東華(広州)油墨有限公司

事業内容 印刷用インキの製造・販売

(5) 当該子会社が含まれていた報告セグメント

印刷インキ
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貸 借 対 照 表
　

(平成26年３月31日現在)
(単位：百万円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

［資 産 の 部］ ［負 債 の 部］

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

特 許 権

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,724

2,543

3,614

9,098

2,325

311

1,379

48

341

288

△225

21,616

15,281

5,579

362

1,493

29

269

6,366

488

691

241

3

2

57

167

10

6,094

1,575

1,680

19

1,869

394

16

28

164

515

283

△451

流 動 負 債 10,977

支 払 手 形 15

買 掛 金 6,485

電 子 記 録 債 務 2,326
一年以内返済予定の
長 期 借 入 金

11

リ ー ス 債 務 252

未 払 金 571

未 払 費 用 110

未 払 法 人 税 等 371

前 受 金 15

預 り 金 26

前 受 収 益 88

賞 与 引 当 金 594

そ の 他 108

固 定 負 債 1,312

リ ー ス 債 務 437

退 職 給 付 引 当 金 379

役員退職慰労引当金 11

資 産 除 去 債 務 104

そ の 他 378

負 債 合 計 12,289

［純 資 産 の 部］

株 主 資 本 28,562

資 本 金 2,060

資 本 剰 余 金 2,059

資 本 準 備 金 2,052

そ の 他 資 本 剰 余 金 6

利 益 剰 余 金 24,493

利 益 準 備 金 137

そ の 他 利 益 剰 余 金 24,355

研 究 開 発 積 立 金 8,880

固定資産圧縮積立金 147

別 途 積 立 金 13,290

繰 越 利 益 剰 余 金 2,038

自 己 株 式 △50

評価・換算差額等 469
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

469

新 株 予 約 権 19

純 資 産 合 計 29,051

資 産 合 計 41,340 負 債 純 資 産 合 計 41,340
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 37,417

売 上 原 価 29,684

売 上 総 利 益 7,732

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,309

営 業 利 益 2,423

営 業 外 収 益 647

受 取 利 息 及 び 配 当 金 340

受 取 賃 貸 料 23

技 術 援 助 料 160

そ の 他 122

営 業 外 費 用 28

支 払 利 息 0

減 価 償 却 費 24

そ の 他 3

経 常 利 益 3,041

特 別 利 益 83

固 定 資 産 売 却 益 0

補 助 金 収 入 29

関 係 会 社 出 資 金 譲 渡 益 53

特 別 損 失 178

固 定 資 産 売 却 損 16

固 定 資 産 除 却 損 114

投 資 有 価 証 券 評 価 損 43

そ の 他 3

税 引 前 当 期 純 利 益 2,946

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 942

法 人 税 等 調 整 額 △34

当 期 純 利 益 2,038
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

研 究
開 発
積立金

固 定
資 産
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 2,060 2,052 6 2,059 137 8,400 131 12,700 1,560 22,929 △49 26,999

当 期 変 動 額

研究開発積立金の積立 480 △480 ― ―

固定資産圧縮積立金による積立 17 △17 ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 590 △590 ― ―

剰 余 金 の 配 当 ( 注 ) △286 △286 △286

剰 余 金 の 配 当
( 中 間 配 当 )

△187 △187 △187

当 期 純 利 益 2,038 2,038 2,038

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 480 16 590 477 1,564 △0 1,563

当 期 末 残 高 2,060 2,052 6 2,059 137 8,880 147 13,290 2,038 24,493 △50 28,562

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 409 409 ― 27,408

当 期 変 動 額

研究開発積立金の積立 ―

固定資産圧縮積立金による積立 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ―

剰 余 金 の 配 当 ( 注 ) △286

剰 余 金 の 配 当
( 中 間 配 当 )

△187

当 期 純 利 益 2,038

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

59 59 19 79

当 期 変 動 額 合 計 59 59 19 1,642

当 期 末 残 高 469 469 19 29,051

(注) 平成25年６月の定時株主総会における剰余金の配当であります。
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ・満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）によっております。

　 ・子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法によっております。

　 ・その他有価証券

　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定しております。なお、組込デリバティブを区分して測

定することができない複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を当事業年度の損益

に計上しております。）によっております。

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法によっております。

　(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　 時価法によっております。

　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 商品・製品・半製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算

定）によっております。

　 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法に

より算定）によっております。

　(4) 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用しております。

　 無形固定資産（リース資産を除く）

　 ・自社利用のソフトウェア

　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 ・その他の無形固定資産

　 定額法によっております。

　 リース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

― 36 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 19時57分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.40 20131220_01）



　(5) 引当金の計上基準

　 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　 賞与引当金

　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

また、過去勤務費用については、平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額を発生年度より費用処理しております。

　 役員退職慰労引当金

　 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　(6) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採

用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段 …… 為替予約、通貨オプション及び金利スワップ

　 ヘッジ対象 …… 原材料等輸入による外貨建買入債務、外貨建予定取引及び借入金

　 ③ ヘッジ方針

　 当社の社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

　(7) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しております。
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2. 貸借対照表に関する注記

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 19,832百万円

　(3) 保証債務等残高

　 保証予約

　 関係会社

東華(広州)油墨有限公司 217百万円

　(4) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 807百万円

短期金銭債務 23百万円

長期金銭債権 394百万円

　(5) 担保に供している資産

　 持分法適用関連会社であるトオカインキ(バングラデシュ)㈱の運転資本及びL/C開設の当座借入に

対して、同社株式12百万円を担保に供しております。

3. 損益計算書に関する注記

　(1) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　(2) 関係会社との取引高

売上高 3,516百万円

仕入高 1,440百万円

販売費及び一般管理費 46百万円

営業取引以外の取引高 452百万円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数
当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 28千株 0千株 ―千株 29千株

　(注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。
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5. 税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

賞与引当金 211百万円

未払事業税 38

減価償却費 208

子会社債権譲渡損 81

投資有価証券評価損 81

貸倒引当金 208

退職給付引当金 433

役員退職慰労引当金 4

長期未払金 48

資産除去債務 37

前受収益 31

長期前受収益 86

その他 84

繰延税金資産小計 1,556

評価性引当額 406

繰延税金資産合計 1,149

　 繰延税金負債

土地圧縮積立金 76

その他有価証券評価差額金 209

その他 7

繰延税金負債合計 293

繰延税金資産の純額 856

　(2) 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、

平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。こ

れに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26

年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、前事業年度の38.0％から

35.6％に変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が26百万円減少し、当事

業年度に計上された法人税等調整額が26百万円増加しております。
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6. リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

　 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 20百万円 19百万円 0百万円

合 計 20 19 0

　(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額等

１年内 0百万円

１年超 -百万円

合計 0百万円

　(3) 上記のほか、当該リース物件に係る重要な事項

　 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 0百万円

7. 関連当事者との取引に関する注記

　 該当事項はありません。

8. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,326円83銭

(2) １株当たり当期純利益金額 163円35銭

9. 重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月14日

株式会社 Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ

　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 関 谷 靖 夫 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 寶 野 裕 昭 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条の第４項の規定に基づき、株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡの平成25年４
月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月14日

株式会社 Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ

　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 関 谷 靖 夫 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 寶 野 裕 昭 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡの平成25
年４月１日から平成26年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第72期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報

の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出

席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締

役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式

会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１

項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査

法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討

いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　 一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

　 二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

　 三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事

項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

　 認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

　 認めます。

　 平成26年５月15日

　 株式会社 Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ 監査役会

常勤監査役 五十嵐 幹 雄 ㊞

社外監査役 甲 田 奏 ㊞

社外監査役 郡 司 勉 ㊞

社外監査役 久 村 泰 弘 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当

の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して以下のとおり当事業年度の

期末配当及びその他の剰余金の処分をさせていただきたいと存じます。

　1. 期末配当に関する事項

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株に付き金15円といたしたいと存じます。この場合の配当総

額は187,155,465円となります。

　なお、平成25年12月に中間配当として１株につき15円をお支払しております

ので、通期では１株につき30円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成26年６月23日といたしたいと存じます。

　2. その他の剰余金の処分に関する事項

　 ① 減少する剰余金の項目とその額

　 繰越利益剰余金 1,600,000,000円

　 ② 増加する剰余金の項目とその額

　 研究開発積立金 720,000,000円

　 別途積立金 880,000,000円
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第２号議案 定款一部変更の件

　1. 提案の理由

① 周知性の向上及び手続きの合理化を図るため、当社の公告方法を電子公告に

変更し、併せてやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合の公告方法を定めるものであります。

② 社外取締役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分に発揮で

きるようにするため、会社法第427条第１項の責任限定契約に関する規定に基づ

き、現行定款第27条（取締役の責任免除）に第２項として、社外取締役との間

で責任限定契約を締結することができる旨の規定を新設するものであります。

なお、この規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。

　2. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）

現 行 定 款 変 更 案

（公告方法）

第５条 当会社の公告は、日本経済新聞に

掲載する。

（取締役の責任免除）

第27条 会社は会社法第426条第1項の規定

により、任務を怠ったことによる取

締役（取締役であった者を含む）の

損害賠償責任を、法令限度におい

て、取締役会の決議によって免除す

ることができる。

（新設）

（公告方法）

第５条 当会社の公告方法は、電子公告と

する。ただし、事故その他やむを得

ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、日

本経済新聞に掲載して行う。

（取締役の責任免除）

第27条 当会社は、会社法第426条第1項の

規定により、任務を怠ったことによ

る取締役（取締役であった者を含む）

の損害賠償責任を、法令限度におい

て、取締役会の決議によって免除す

ることができる。

2. 当会社は、会社法第427条第1項の

規定により、社外取締役との間に、

任務を怠ったことによる損害賠償責

任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく

責任の限度額は、法令が規定する額

とする。
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第３号議案 取締役２名選任の件

　経営体制の一層の強化を図るため、取締役２名を増員することとし、その選任を

お願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所 有 す る 当 社

の 株 式 数

1
栗　本
くり もと

　隆
りゅう

　一
いち

（昭和39年３月20日生）

昭和62年４月 当社入社

2,300株
平成19年４月 東京支店支店長

平成22年４月 東華油墨国際（香港）有

限公司総経理（現任）

2

木　田　卓　寿
き だ たか とし

（昭和31年６月30日生）

平成元年４月 東京都弁護士会弁護士登

録

　－ 株

平成17年４月 司法研修所刑事弁護教官

平成21年６月 新司法試験考査委員（刑

法）
平成23年４月 池袋総合法律事務所代表

弁護士（現任）

平成25年４月 東京弁護士会副会長

（重要な兼職の状況）

　池袋総合法律事務所代表弁護士
（注）1. 各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

2. 木田卓寿氏は、社外取締役候補者であります。

3. 木田卓寿氏は、弁護士としての専門的な知識・経験が豊富であり、当社の論理に捉われ

ず、法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行

するに適任であります。そのことにより、取締役会の透明性の向上及び監督機能強化に繋

がるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

尚、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締

役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

4. 木田卓寿氏が原案どおり選任された場合、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員

となる予定です。

以 上
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副
都
心
線
池
袋
駅

池袋消防署

池袋警察署
東京芸術劇場

ビックカメラ

みずほ銀行
ルミネ池袋

東武
スパイス２

東武百貨店

地下鉄丸ノ内線地下鉄有楽町線

西口

池　袋　駅
東口

JR山手線

JR埼京線

Ｎ

西武池袋線至所沢

至新宿

旅行センター

東武東上線

至川越

至上野

至赤羽

ホテルメトロポリタン

西
口
公
園

西武百貨店

株主総会会場ご案内図

会場：東京都豊島区西池袋一丁目６番１号

ホテルメトロポリタン ４階 「桜」の間

TEL 03―3980―1111（代表）

交通 ○地下鉄丸ノ内線、有楽町線、副都心線

西武池袋線、東武東上線、ＪＲ線

池袋駅 徒歩５分

※当日は駐車場の混雑が想定されますので、お車でのご来場は

ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
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